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株式会社ダイアモンドヘッズの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
当社は、本日、株式会社ダイアモンドヘッズ（以下「ＤＨ社」といいます。）の株式の全部を取得する旨の株式譲

渡契約を締結し、同社を子会社とすることといたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。なお、本件は、

東京証券取引所における適時開示基準に該当しないため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

１．株式の取得の理由 

ＤＨ社は、広告宣伝の企画・立案・制作を主業務として1982年４月に設立されました。 

40年に及ぶその業歴の中で、ＤＨ社が提供されてきたクリエイティブワークは、ブランド戦略の立案・キャンペーンやプロモ

ーションの企画立案からグラフィック・Web・ムービーなどの制作まで多岐にわたります。 

一方、当社企業グループは、クリエイティブサービスを事業とし、お客様が創造性（クリエイティブ）を表現するために必要

である多様なソリューションを提供するため、「クリエイティブをサポートする企業集団」として、幅広いビジネスを積極的に

展開、推進しており、汎用的な一般情報用紙への印刷にとどまらず、特殊素材・立体物への印刷に加え、多岐にわたる「カタチ

あるモノ」、例えばノベルティ・フィギュア・3Dプリンター造形など、またデジタルコンテンツなどのソリューションの提供を

行っております。 

ＤＨ社が、当社企業グループに加わり、同社の特色ある事業を継続させつつ、グループの多様なソリューションも取り入れて

いくことで、お客さまに対してより付加価値の高い商品・サービスの提供へと繋がることが期待でき、当社グループ各社におい

ても、ＤＨ社がグループ商材を活用することなどを通して、同社及び当社企業グループ相互の企業価値の向上が図れるものと考

えております。 

 

２．異動する子会社（ＤＨ社）の概要 

(1) 名称 株式会社ダイアモンドヘッズ 

(2) 所在地 東京都港区南青山六丁目 15番６号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役  横山 修一 

(4) 事業内容 ・広告宣伝の企画、立案、制作、実施 

・ラジオ・テレビ番組・催し物の企画、立案、制作、実施 

・ＷＥＢデザイン他インターネット関連のデザイン業務 

・デジタルコンテンツの企画、開発、制作、販売 

・衣料品、衣料雑貨品の企画、製造、販売 

(5) 資本金 10 百万円  

(6) 設立年月日 1982 年４月１日  

(7) 大株主及び持株比率 横山 修一 

その他１名 

91.43％

8.57％

 

(8) 上場会社と当該会社

との関係 

資本関係 記載すべき資本関係はありません。 

人的関係 記載すべき人的関係はありません。 

取引関係 記載すべき取引関係はありません。 

（注）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態につきましては非公表とさせていただきますが、いずれも適時開示基準に

該当しない軽微基準範囲内であります。 

 



 

 

３．株式取得の相手先の概要 

(1) 氏名及び住所 横山 修一 東京都港区 

(2) 上場会社と当該個人と

の関係 

資本関係、人的関係、取引関係等該当事項はありません。また関連当事者に該当する事項もあ

りません。 

（注）取得相手先であるその他の１名につきましては、本人からの要請により氏名・住所を非公表とさせていただきます。なお、

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係、取引関係等はありません。 

 
４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 

所有株式数 － 株 

（議決権の数 － 個） 

（議決権所有割合 － ％） 

（2） 取得株式数 
所有株式数 14,000 株 

（議決権の数 14,000 個） 

（3） 異動後の所有株式数 

所有株式数 14,000 株 

（議決権の数 14,000 個） 

（議決権所有割合 100.00 ％） 

（注）取得価額につきましては、取得相手先からの要請により非公表とさせていただきますが、適時開示基準に該当しない軽微基

準範囲内であります。 

 
５．日程 

(1) 取締役会決議日 2021年 12月 15日 

(2) 契約締結日 2021年 12月 15日 

(3) 株式譲渡実行日 2022年 １月 14日（予定） 

 

６．今後の業績に与える影響 

本件の連結上のみなし取得日は 2022 年３月末日を予定しておりますので、連結業績への影響等は翌期以降を見込

んでおります。なお、今後公表すべき事項が発生した場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


